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法務省民二第５５３号

令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ７ 日

法 務 局 長 殿

地方法務局長 殿

法務省民事局長

（ 公 印 省 略 ）

不動産登記規則等の一部を改正する省令の施行に伴う不動産登記事務の

取扱いについて（旧氏併記関係 （通達））

不動産登記規則等の一部を改正する省令 令和６年法務省令第７号 以下 改（ 。 「

正省令」という ）による改正後の不動産登記規則（平成１７年法務省令第１。

８号。以下「規則」という ）の規定に基づく不動産登記事務の取扱い（旧氏。

併記関係。令和６年４月１日施行）については、下記の点に留意するよう、貴

管下登記官に周知方お取り計らい願います。

なお、本通達中 「令」とあるのは不動産登記令（平成１６年政令第３７９、

号）を 「準則」とあるのは不動産登記事務取扱手続準則（平成１７年２月２、

５日付け法務省民二第４５６号当職通達）をいいます。

記

第１部 本通達の趣旨

本通達は、所有権の登記名義人の氏名への旧氏併記に係る改正省令の施行

に伴い、その取扱いにおいて留意すべき事項を明らかにしたものである。

旧氏併記に関する事務の取扱い第２部

第１ 通則

１ 併記する旧氏

所有権の登記名義人の氏名に併記できる旧氏は、氏に変更があった者

が過去に称していた氏であって、その者に係る戸籍又は除かれた戸籍に

記載又は記録がされているものをいうとされた（規則第１５８条の３４

機密性２ 完全性２ 可用性２



- 2 -

機密性２ 完全性２ 可用性２

第１項、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３０条

の１３ 。。）

併記される旧氏は、所有権の登記の登記事項ではなく、登記名義人の

氏名を補足する事項である。

２ 旧氏の併記が可能な者

旧氏は所有権の登記名義人の氏名にのみ併記することができ、所有権

の登記名義人以外の者は、旧氏併記の対象とはならない。

また、日本の国籍を有しない者は、旧氏併記の対象とはならない。

したがって、これらの者が旧氏の併記を申し出ることはできない。

３ 旧氏が併記される場合

、 。所有権の登記名義人の氏名に旧氏が併記されるのは 次の場合である

(1) 新たに所有権の登記名義人となる登記等の申請に伴い、申請人が、

旧氏の併記の申出をした場合（規則第１５８条の３４ 。）

(2) 所有権の登記名義人が、登記の申請を伴わずに旧氏の併記の申出を

した場合（規則第１５８条の３５ 。）

なお、以下では前記(1)の申出を「登記申請に伴う旧氏併記の申出」

といい、前記(2)の申出を「旧氏併記の申出」又は「登記申請を伴わな

い旧氏併記の申出」というものとする。

第２ 登記申請に伴う旧氏併記の申出

１ 申出をすることができる場合

次に掲げる登記を申請する場合において、次の(1)及び(2)に定める者

（当該登記の申請人である場合に限る ）は、登記官に対し、その一の。

旧氏を申請情報の内容として、当該旧氏を登記記録に記録するよう申し

出ることができるとされた。ただし、併記する旧氏が登記すべき氏と同

一であるときはこの限りでないとされた（規則第１５８条の３４第１

項 。）

(1) 所有権の保存若しくは移転の登記、合体による登記等（不動産登記

法（平成１６年法律第１２３号）第４９条第１項後段の規定により併

せて申請をする所有権の登記があるときに限る ）又は所有権の更正。

の登記（その登記によって所有権の登記名義人となる者があるときに

限る ） 所有権の登記名義人となる者。
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(2) 所有権の登記名義人の氏についての変更の登記又は更正の登記 所

有権の登記名義人

この１に定める者以外の者は、登記申請に伴う旧氏併記の申出をする

ことはできない。

また、所有権の登記名義人の名や住所のみについての変更の登記又は

更正の登記の申請に際して登記申請に伴う旧氏併記の申出をすることは

できない。

なお、旧氏が併記されている所有権の登記名義人の氏名について(2)

に掲げる登記（氏の変更の登記）の申請をするときは、登記申請に伴う

旧氏併記の申出をしない限り、変更後の氏に旧氏は併記されない。

２ 申出の方法

登記申請に伴う旧氏併記の申出は、前記１(1)又は(2)に定める者の旧

氏を登記申請の申請情報の内容とする方法により行うものとする。具体

的には、申請情報である登記権利者の氏名に括弧を付して旧氏及び名を

併記する方法によるものとする。

３ 併記を申し出ることのできる旧氏

前記１(2)に掲げる登記（氏の変更の登記）に際し登記申請に伴う旧

氏併記の申出をする場合において、当該登記記録に所有権の登記名義人

の旧氏が記録されているときは、当該申出に係る旧氏は、当該登記記録

に記録されている旧氏又は当該旧氏より後に称していた旧氏でなければ

ならないとされた（規則第１５８条の３４第２項 。）

４ 旧氏を証する情報

登記申請に伴う旧氏併記の申出をする場合には、前記１(1)又は(2)に

定める者の旧氏を証する市町村長その他の公務員が職務上作成した情報

（以下この第２において「旧氏を証する情報」という ）をその申請情。

報と併せて登記所に提供しなければならないとされた（規則第１５８条

の３４第３項 。）

(1) 旧氏を証する情報の内容

旧氏を証する情報は、次に掲げる区分に応じ、次に定めるものとす

る。

ア 前記１(1)に掲げる登記（新たに所有権の登記名義人が記録され
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る登記）の申請に伴い申出をする場合 所有権の登記名義人となる

者の旧氏が記載された戸籍の謄本若しくは抄本若しくは戸籍に記載

した事項に関する証明書又は除かれた戸籍の謄本若しくは抄本若し

くは除かれた戸籍に記載した事項に関する証明書（以下「戸籍謄本

等」という ）。

イ 前記１(2)に掲げる登記（氏の変更の登記）の申請に伴い申出を

する場合 所有権の登記名義人の旧氏が記載された戸籍謄本等

ただし、アについて、前記１(1)に定める者の住所を証する情報に

申出に係る旧氏が記録されているときは、これをもって旧氏を証する

情報を兼ねることができるものとする。この場合には、添付情報の表

示として「旧氏を証する情報（省略 」の例によりその旨を明らかに）

するものとする。

また、イについて、次に掲げる場合には、旧氏を証する情報の添付

を省略し、又はこれをもって旧氏を証する情報を兼ねることができる

ものとする。この場合には、添付情報の表示として「旧氏を証する情

報（省略 」の例によりその旨を明らかにするものとする。）

(ｱ) 申出に係る旧氏が申出に係る不動産の登記記録に記録され、又

は記録されていた旧氏と同一である場合

(ｲ) 申出に係る旧氏が変更後の氏を証する登記原因証明情報（市区

町村長が作成したものに限る ）に記録されている旧氏と同一で。

ある場合

(2) 提供方法

旧氏を証する情報の提供方法は、併せてする登記申請の添付情報の

提供方法の例によるものとする。なお、令附則第５条第１項の規定に

より旧氏を証する情報を記載した書面を提出する場合には、当該書面

に記載された情報を記録した電磁的記録を提供することを要しない。

(3) 提供の省略

前記１(1)及び(2)に定める者が前記１(1)及び(2)に掲げる登記の電

子申請をするに際し登記申請に伴う旧氏併記の申出をする場合におい

て、その者が規則第４３条第１項第１号に掲げる電子証明書（登記官

。） 、が当該旧氏を確認することができるものに限る を提供したときは
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当該電子証明書の提供をもって、旧氏を証する情報の提供に代えるこ

とができるとされた（規則第１５８条の３４第４項 。）

(4) 旧氏を証する情報を記載した書面の原本の還付

旧氏を証する情報を記載した書面の原本の還付については、規則第

５５条の例によるものとする。

(5) 他の共有者の持分の取得に係る登記の添付情報

旧氏が既に登記されている所有権の登記名義人が他の共有者の持分

を取得することに係る所有権の移転の登記を申請する場合において、

当該旧氏を申請情報の内容としたときは、前記(1)ア又はイに掲げる

。 、情報の提供を省略することができるものとする この場合においては

規則第３４条第１項第６号の添付情報の表示として「旧氏を証する情

報（省略 」の例によりその旨を明らかにするものとする。）

５ 登記申請に伴う旧氏併記の申出の却下等

(1) 登記申請に伴う旧氏併記の申出の却下

登記申請に伴う旧氏併記の申出がされた場合において、登記申請に

却下事由はないが、申出につき次に掲げる事由があるときは、別記第

１号様式に基づき、決定書を作成して申出を却下した上で、登記記録

。 、に申出に係る旧氏を記録することなく登記をするものとする ただし

申出の不備が補正することができるものである場合において、登記官

が定めた相当の期間内に、申出人がこれを補正したときは、この限り

でないものとする。

ア 前記１において登記申請に伴う旧氏併記の申出をすることができ

るとされた場合に該当しないとき。

イ 申請情報の内容とする旧氏又はその提供の方法が令又は規則の規

定により定められた方式に適合しないとき。

ウ 申請情報の内容とする旧氏の内容が旧氏を証する情報の内容と合

致しないとき。

エ 旧氏を証する情報が提供されないとき。

申出を却下する場合の取扱いについては、規則第３８条の例による

ものとする。

(2) 登記申請を却下する場合の取扱い
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登記申請に伴う旧氏併記の申出がされた場合において、登記申請を

却下すべきときは、当該登記申請の却下により当該申出も併せて却下

されたことになる。なお、当該登記申請を却下する決定書に当該申出

を却下する旨を記載する必要はなく、当該申出の却下に係る決定書を

別に作成することも要しない。

６ 登記記録への記録方法

登記官は、登記申請に伴う旧氏併記の申出があったときは、職権で、

申出に係る旧氏を登記記録に記録するものとするとされた（規則第１５

８条の３４第５項 。）

当該登記記録への記録は、別紙１の振り合いによるものとする。

第３ 登記申請を伴わない旧氏併記の申出

１ 申出ができる場合

所有権の登記名義人は、登記官に対し、その一の旧氏を登記記録に記

録するよう申し出ることができるとされた。ただし、当該旧氏が登記さ

れている氏と同一であるときは、この限りでないとされた（規則第１５

８条の３５第１項 。）

なお、既に記録されている旧氏の他の旧氏への変更は、本申出により

することができる。

２ 併記を申し出ることのできる旧氏

旧氏併記の申出をする場合において、当該登記記録に当該所有権の登

記名義人の旧氏が記録されているときは、当該申出に係る旧氏は、当該

登記記録に記録されている旧氏より後に称していた旧氏でなければなら

ないとされた（規則第１５８条の３５第２項 。）

３ 旧氏併記申出情報

(1) 旧氏併記の申出において明らかにすべき事項

ア 旧氏併記の申出は、次に掲げる事項を明らかにしてしなければな

らないとされた（規則第１５８条の３５第３項 。）

(ｱ) 申出人の氏名及び住所

(ｲ) 代理人によって申出をするときは、当該代理人の氏名又は名称

及び住所並びに代理人が法人であるときはその代表者の氏名

(ｳ) 申出の目的
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(ｴ) 所有権の登記名義人の氏名

(ｵ) 所有権の登記名義人について記録すべき旧氏

(ｶ) 申出に係る不動産の不動産所在事項

イ 前記ア(ｳ)の申出の目的の記載方法は 「何番所有権登記名義人、

表示変更」の振り合いによるものとする。

また 前記ア(ｴ)及び(ｵ)の記載方法は 変更後の事項 氏名 所、 、「 【

】（【 】）」有権の登記名義人の氏名 所有権の登記名義人の旧氏及び名

の振り合いにより、所有権の登記名義人の氏名に旧氏及び名を括弧

書で併記する方法によるものとする。

(2) 不動産番号の取扱い

前記(1)ア(ｶ)にかかわらず、不動産番号を旧氏併記申出情報（前記

(1)アに掲げる事項に係る情報をいう。以下この第３において同じ ）。

の内容としたときは、同(ｶ)に掲げる事項を旧氏併記申出情報の内容

とすることを要しないとされた（規則第１５８条の３５第４項 。）

(3) 旧氏併記申出情報の内容とする事項

旧氏併記の申出においては、前記(1)ア(ｱ)から(ｶ)までに掲げる事

項のほか、次に掲げる事項を旧氏併記申出情報の内容とするものとす

るとされた（規則第１５８条の３５第５項 。）

ア 申出人又は代理人の電話番号その他の連絡先

イ 旧氏併記申出添付情報（後記６(1)に掲げる情報をいう。以下こ

の第３において同じ ）の表示。

ウ 申出の年月日

エ 登記所の表示

４ 旧氏併記の申出の方法

旧氏併記の申出は、次に掲げる方法のいずれかにより、旧氏併記申出

情報を登記所に提供してしなければならないとされた（規則第１５８条

の３５第６項 。）

(1) 電子情報処理組織を使用する方法（以下この方法による旧氏併記の

申出を「電子申出」という ）。

(2) 旧氏併記申出書（旧氏併記申出情報を記載した書面をいう。以下同

じ ）を提出する方法（以下この方法による旧氏併記の申出を「書面。
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申出」という ）。

５ 旧氏併記申出情報の作成及び提供

旧氏併記申出情報は、一の不動産及び所有権の登記名義人ごとに作成

して提供しなければならないとされた。ただし、同一の登記所の管轄区

域内にある二以上の不動産についての旧氏併記の申出が同一の所有権の

登記名義人についてのその同一の旧氏に係るものであるときは、この限

りでないとされた（規則第１５８条の３５第７項 。）

６ 旧氏併記申出添付情報

(1) 旧氏併記の申出をする場合には、次に掲げる情報（旧氏併記申出添

付情報）をその旧氏併記申出情報と併せて登記所に提供しなければな

らないとされた（規則第１５８条の３５第８項 。）

ア 代理人によって申出をするときは、当該代理人の権限を証する情

報

イ 前記３(1)ア(ｵ)に掲げる事項（所有権の登記名義人について記録

すべき旧氏）を証する市町村長その他の公務員が職務上作成した情

報（以下この第３において「旧氏を証する情報」という ）。

(2) 電子申出における前記(1)アの情報（代理人の権限を証する情報）

については、作成者の電子署名を要しない。

書面申出における同情報を記載した書面には、作成者の押印又は署

名を要しない。

７ 旧氏を証する情報の内容

(1) 旧氏を証する情報は、次に掲げるものとする。

① 申出に係る旧氏が記載された戸籍謄本等

② 前記①の戸籍謄本等に記載された旧氏が申出人に係るものである

ことを証する市町村長その他の公務員が職務上作成した情報

③ 申出人の住所と所有権の登記名義人の住所が異なる場合にあって

は、申出人と所有権の登記名義人が同一であることを証する市町村

長その他の公務員が職務上作成した情報

(2) 申出に係る旧氏が申出に係る不動産の登記記録に記録されていた旧

氏と同一である場合には、旧氏を証する情報の提供を省略することが

できる この場合には 添付情報の表示として 旧氏を証する情報 省。 、 「 （
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略 」の例によりその旨を明らかにするものとする。）

(3) 申出人の住所と所有権の登記名義人の住所が異なる場合であって

も、前記(1)③の情報を提供したときは、旧氏併記の申出の前提とし

て住所変更の登記をすることを要しない。

これに対し、申出人の氏名と所有権の登記名義人の氏名が異なる場

合には、旧氏併記の申出の前提として氏名変更の登記をしなければな

らない。

８ 旧氏併記申出添付情報の提供省略

法人である代理人によって旧氏併記の申出をする場合において、当該

代理人の会社法人等番号を提供したときは、当該会社法人等番号の提供

をもって、当該代理人の代表者の資格を証する情報の提供に代えること

ができるとされた（規則第１５８条の３５第９項において準用する規則

第３７条の２ 。）

９ 電子申出の方法

(1) 電子申出における旧氏併記申出情報及び旧氏併記申出添付情報は、

法務大臣の定めるところにより送信しなければならないとされた。た

だし、旧氏併記申出添付情報の送信に代えて、登記所に旧氏併記申出

（ 。 。）添付書面 旧氏併記申出添付情報を記載した書面をいう 以下同じ

を提出することを妨げないとされた（規則第１５８条の３５第１０項

において準用する規則第１５８条の８第１項 。）

(2) 前記(1)本文により送信する旧氏併記申出添付情報（規則第１５８

条の３５第１０項に規定する情報（前記６(1)アの情報（代理人の権

限を証する情報 ）を除く ）は、作成者による規則第４２条の電子） 。

署名が行われているものでなければならないとされた（規則第１５８

条の３５第１１項において準用する令第１２条第２項及び規則第１５

８条の３５第１２項において準用する規則第４２条 。）

なお、前記(1)本文により送信する旧氏併記申出情報については、

電子署名を要しない。

(3) 前記(2)の電子署名が行われている旧氏併記申出添付情報を送信す

るときは、規則第４３条第２項の電子証明書を併せて送信しなければ

ならないとされた（規則第１５８条の３５第１１項において準用する
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令第１４条及び規則第１５８条の３５第１２項において準用する規則

第４３条第２項 。）

１０ 電子申出において旧氏併記申出添付書面を提出する場合についての

特例等

(1) 前記９(1)のただし書（いわゆる別送方式）により旧氏併記申出添

付書面を提出するときは、旧氏併記申出添付書面を登記所に提出する

旨及び各旧氏併記申出添付情報につき書面を提出する方法によるか否

かの別をも旧氏併記申出情報の内容とするものとするとされた（規則

第１５８条の３５第１０項において準用する規則第１５８条の９第１

項 。）

(2) 前記(1)の場合には、当該旧氏併記申出添付書面は、旧氏併記の申

出の受付の日から二日以内に提出するものとするとされた（規則第１

）。５８条の３５第１０項において準用する規則第１５８条の９第２項

(3) 前記(1)の場合には、申出人は、当該旧氏併記申出添付書面を提出

するに際し、規則別記第４号の２様式による用紙に次に掲げる事項を

記載したものを添付しなければならないとされた（規則第１５８条の

３５第１０項において準用する規則第１５８条の９第３項 。）

ア 受付番号その他の当該旧氏併記申出添付書面を旧氏併記申出情報

とする申出の特定に必要な事項

イ 前記９(1)ただし書（いわゆる別送方式）により提出する旧氏併

記申出添付書面の表示

(4) 電子証明書の提供による提供の省略

電子申出をする申出人が旧氏併記申出情報又は委任による代理人の

権限を証する情報に規則第４２条の電子署名を行い、当該申出人の規

則第４３条第１項第１号に掲げる電子証明書（登記官が所有権の登記

名義人の旧氏を確認することができるものに限る ）を提供したとき。

は、当該電子証明書の提供をもって、旧氏を証する情報の提供に代え

ることができるとされた（規則第１５８条の３５第１３項 。）

１１ 書面申出の方法

(1) 書面申出をするときは、旧氏併記申出書に旧氏併記申出添付書面を

添付して提出しなければならないとされた（規則第１５８条の３５第



- 11 -

機密性２ 完全性２ 可用性２

１４項において準用する規則第１５８条の１０第１項 。）

なお、旧氏併記申出書に押印することを要しない。

(2) 旧氏併記申出書に記載する文字は、字画を明確にしなければならな

いとされた（規則第１５８条の３５第１４項において準用する規則第

１５８条の１０第２項において準用する規則第４５条第１項 。）

(3) 旧氏併記申出書につき文字の訂正、加入又は削除をしたときは、そ

の旨及びその字数を欄外に記載し、又は訂正、加入若しくは削除をし

た文字に括弧その他の記号を付して、その範囲を明らかにしなければ

ならないとされた。この場合において、訂正又は削除をした文字は、

なお読むことができるようにしておかなければならないとされた（規

則第１５８条の３５第１４項において準用する規則第１５８条の１０

第３項 。）

、 、(4) 申出人又はその代理人は 旧氏併記申出書が二枚以上であるときは

各用紙に当該用紙が何枚目であるかを記載することその他の必要な措

置を講じなければならないとされた（規則第１５８条の３５第１４項

において準用する規則第１５８条の１０第４項 。）

１２ 旧氏併記申出書等の送付方法

(1) 旧氏併記の申出をしようとする者が旧氏併記申出書又は旧氏併記申

出添付書面を送付するときは、書留郵便又は信書便事業者による信書

便の役務であって当該信書便事業者において引受け及び配達の記録を

行うものによるものとするとされた（規則第１５８条の３５第１４項

において準用する規則第１５８条の１１第１項 。）

(2) 前記(1)の場合には、旧氏併記申出書又は旧氏併記申出添付書面を

入れた封筒の表面に旧氏併記申出書又は旧氏併記申出添付書面が在中

する旨を明記するものとするとされた（規則第１５８条の３５第１４

項において準用する規則第１５８条の１１第２項 。）

１３ 受領証の交付の請求

(1) 書面申出をした申出人は、申出に係る登記記録への記録が完了する

までの間、旧氏併記申出書及びその旧氏併記申出添付書面の受領証の

交付を請求することができるものとする。

(2) 前記(1)により受領証の交付を請求する申出人は、旧氏併記申出書
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の内容と同一の内容を記載した書面を提出しなければならないものと

する。

(3) 登記官は、前記(1)による請求があった場合には、前記(2)により提

出された書面に旧氏併記の申出の受付の年月日及び受付番号並びに職

氏名を記載し、職印を押印して受領証を作成した上、当該受領証を交

付するものとする。

１４ 旧氏併記申出添付書面の原本の還付請求

(1) 旧氏併記申出添付書面を提出した申出人は、旧氏併記申出添付書面

の原本の還付を請求することができるとされた。ただし、当該申出の

ためにのみ作成された委任状その他の書面については、この限りでな

いとされた（規則第１５８条の３５第１４項において準用する規則第

５５条第１項 。）

(2) 前記(1)本文により原本の還付を請求する申出人は、原本と相違な

い旨を記載した謄本を提出しなければならないとされた（規則第１５

８条の３５第１４項において準用する規則第５５条第２項 。）

、 、 、(3) 登記官は 前記(1)本文による請求があった場合には 調査完了後

当該請求に係る書面の原本を還付しなければならないとされた。この

場合には、前記(2)の謄本と当該請求に係る書面の原本を照合し、こ

れらの内容が同一であることを確認した上、前記(2)の謄本に原本還

付の旨を記載し、これに登記官印を押印しなければならないとされた

（規則第１５８条の３５第１４項において準用する規則第５５条第３

項 。）

なお、当該原本還付の旨の記載は、準則第３０条の例によるものと

する。

(4) 前記(3)により登記官印を押印した前記(2)の謄本は、登記完了後、

申請書類つづり込み帳につづり込むものとするとされた（規則第１５

８条の３５第１４項において準用する規則第５５条第４項 。）

(5) 前記(3)にかかわらず、登記官は、偽造された書面その他の不正な

旧氏併記申出のために用いられた疑いがある書面については、これを

還付することができないとされた（規則第１５８条の３５第１４項に

おいて準用する規則第５５条第５項 。）



- 13 -

機密性２ 完全性２ 可用性２

(6) 前記(3)による原本の還付は、申出人の申出により、原本を送付す

。 、 、る方法によることができるとされた この場合においては 申出人は

送付先の住所をも申し出なければならないとされた（規則第１５８条

の３５第１４項において準用する規則第５５条第６項 。）

(7) 前記(6)の場合における書面の送付は、前記(6)の住所に宛てて、書

留郵便又は信書便の役務であって信書便事業者において引受け及び配

達の記録を行うものによってするものとするとされた（規則第１５８

条の３５第１４項において準用する規則第５５条第７項 。）

(8) 前記(7)の送付に要する費用は、郵便切手又は信書便の役務に関す

る料金の支払のために使用することができる証票であって法務大臣が

指定するものを提出する方法により納付しなければならないとされた

（規則第１５８条の３５第１４項において準用する規則第５５条第８

項 。）

(9) 前記(8)の指定は、告示してしなければならないとされた（規則第

１５８条の３５第１４項において準用する規則第５５条第９項 。）

１５ 旧氏併記の申出の受付等

(1) 登記官は、前記４（旧氏併記の申出の方法）により旧氏併記申出情

報が登記所に提供されたときは、当該旧氏併記申出情報に係る旧氏併

記の申出の受付をしなければならないとされた（規則第１５８条の３

５第１５項において準用する規則第１５８条の１４第１項 。）

(2) 前記(1)による受付は、受付帳に申出の目的、申出の受付の年月日

及び受付番号並びに不動産所在事項を記録する方法によりしなければ

ならないとされた（規則第１５８条の３５第１５項において準用する

規則第１５８条の１４第２項 。）

なお、当該受付帳は、規則第１８条の２第１項の登記の申請につい

て調製する受付帳を指す。

(3) 登記官は、旧氏併記の申出の受付をしたときは、当該旧氏併記の申

出に受付番号を付さなければならないとされた（規則第１５８条の３

５第１５項において準用する規則第１５８条の１４第３項 。）

(4) 登記官は、書面申出の受付にあっては、前記(2)により受付をする

際、旧氏併記申出書に申出の受付の年月日及び受付番号を記載しなけ
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ればならないとされた（規則第１５８条の３５第１５項において準用

する規則第１５８条の１４第４項 。）

(5) 前記(1)から(4)までのほか、旧氏併記の申出の受付及び旧氏併記申

出書等の処理に関する取扱いについては、準則第３１条及び第３２条

の例によるものとする。

１６ 調査

登記官は、旧氏併記申出情報が提供されたときは、遅滞なく、旧氏併

記の申出に関する全ての事項を調査しなければならないとされた（規則

第１５８条の３５第１５項において準用する規則第５７条 。）

１７ 旧氏併記の申出の却下等

(1) 登記官は、次に掲げる場合には、理由を付した決定で、旧氏併記の

申出を却下しなければならないものとする。ただし、当該旧氏併記の

申出の不備が補正することができるものである場合において、登記官

が定めた相当の期間内に、申出人がこれを補正したときは、この限り

でないものとする。

ア 申出に係る不動産の所在地が当該申出を受けた登記所の管轄に属

しないとき。

イ 申出に係る旧氏が登記されている氏と同一であるとき。

ウ 申出に係る旧氏が登記記録に記録されている旧氏より前に称して

いた旧氏であるとき。

エ 申出の権限を有しない者の申出によるとき。

オ 旧氏併記申出情報又はその提供の方法が規則により定められた方

式に適合しないとき。

カ 旧氏併記申出情報の内容である不動産が登記記録と合致しないと

き。

キ 旧氏併記申出情報の内容が旧氏併記申出添付情報の内容と合致し

ないとき。

ク 旧氏併記申出添付情報が提供されないとき。

、 、 、(2) 登記官は 前記(1)ただし書の期間を定めたときは 当該期間内は

当該補正すべき事項に係る不備を理由に当該旧氏併記の申出を却下す

ることはできないものとする。
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(3) 登記官は、旧氏併記の申出を却下するときは、別記第２号様式に基

づき、決定書を作成して、これを申出人に交付するものとする。ただ

し、代理人によって旧氏併記の申出がされた場合は、当該代理人に交

付すれば足りるものとする。

(4) 前記(3)の交付は、当該決定書を送付する方法によりすることがで

きるものとする。

(5) 登記官は、旧氏併記申出添付書面が提出された場合において、旧氏

併記の申出を却下したときは、旧氏併記申出添付書面を還付するもの

とする。ただし、偽造された書面その他の不正な旧氏併記の申出のた

めに用いられた疑いがある書面については、この限りでないものとす

る。

(6) 前記(1)から(5)までのほか、旧氏併記の申出の却下に関する取扱い

については、準則第２８条の例によるものとする。

１８ 旧氏併記の申出の補正期限の連絡等

旧氏併記の申出の補正期限の連絡等に関する取扱いについては、準則

第３６条の例によるものとする。

１９ 旧氏併記の申出の取下げ

(1) 旧氏併記の申出の取下げは、次のア及びイに掲げる旧氏併記の申出

の区分に応じ、当該ア及びイに定める方法によってしなければならな

いものとする。

ア 電子申出 規則第１５８条の１７第１項において準用する規則第

３９条第１項第１号の例により電子情報処理組織を使用して旧氏併

記の申出を取り下げる旨の情報を登記所に提供する方法

イ 書面申出 旧氏併記の申出を取り下げる旨の情報を記載した書面

を登記所に提出する方法

(2) 旧氏併記の申出の取下げは、申出に係る登記記録への記録がされた

後は、することができないものとする。

(3) 登記官は、旧氏併記申出書又は旧氏併記申出添付書面が提出された

場合において、旧氏併記の申出の取下げがされたときは、旧氏併記申

出書又は旧氏併記申出添付書面を還付するものとする。ただし、偽造

された書面その他の不正な旧氏併記の申出のために用いられた疑いが
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ある書面については、この限りでないものとする。

(4) 前記(1)から(3)までのほか、旧氏併記の申出の取下げに関する取扱

いについては、準則第２９条の例によるものとする。

２０ 登記記録への記録の方法等

(1) 旧氏の併記の記録方法

ア 登記官は、旧氏併記の申出があったときは、職権で、次に掲げる

事項を所有権の登記に付記する方法によって登記記録に記録するも

のとするとされた（規則第１５８条の３５第１６項 。）

(ｱ) 登記の目的

(ｲ) 申出の受付の年月日及び受付番号

(ｳ) 登記原因及びその日付

(ｴ) 所有権の登記名義人の氏名

(ｵ) 申出に係る旧氏

前記(ｱ)の登記の目的は「何番登記名義人表示変更」と、前記(ｳ)

の登記原因は「申出」と、登記原因の日付は旧氏併記の申出の受付

の年月日とする。

イ 登記官は、前記アの記録をするときは、従前の所有権の登記名義

人の氏名を抹消する記号を記録しなければならないとされた（規則

第１５８条の３５第１７項 。）

(2) 旧氏の併記の記録例

旧氏併記の申出による登記記録への記録は、別紙２の振り合いによ

るものとする。

２１ 旧氏併記の申出の完了通知

、 （ ）(1) 登記官は 前記２０による記録 申出に係る旧氏を登記記録に記録

をしたときは、申出人に対し、職権による記録が完了した旨を通知し

なければならないとされた（規則第１５８条の３５第１８項において

準用する規則第１５８条の１８第１項 。）

(2) 前記(1)の通知は、当該記録に係る次に掲げる事項を明らかにして

しなければならないとされた（規則第１５８条の３５第１８項におい

て準用する規則第１５８条の１８第２項 。）

ア 申出の受付の年月日及び受付番号
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イ 不動産所在事項

ウ 登記の目的

(3) 前記(1)の通知は、次のア及びイに掲げる旧氏併記の申出の区分に

応じ、当該ア及びイに定める方法によるとされた（規則第１５８条の

３５第１８項において準用する規則第１５８条の１８第３項 。）

ア 電子申出 法務大臣の定めるところにより、登記官の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに記録された通知事項（職権によ

。る記録が完了した旨及び前記(2)アからウまでに掲げる事項をいう

以下同じ ）を電子情報処理組織を使用して送信し、これを申出人。

又はその代理人の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録する方法

イ 書面申出 通知事項を記載した書面を交付する方法

なお、前記(1)の通知は、別記第３号様式又はこれに準ずる様式に

より行うものとする。

(4) 送付の方法により通知事項を記載した書面の交付を求める場合に

は、申出人は、その旨及び送付先の住所を旧氏併記申出情報の内容と

しなければならないとされた（規則第１５８条の３５第１８項におい

て準用する規則第１５８条の１８第４項 。）

(5) 送付の方法により通知事項を記載した書面を交付する場合における

書面の送付は、前記(4)の住所に宛てて、書留郵便又は信書便の役務

であって信書便事業者において引受け及び配達の記録を行うものによ

ってするものとされた（規則第１５８条の３５第１８項において準用

する規則第１５８条の１８第５項において準用する規則第５５条第７

項 。）

(6) 前記(5)の送付に要する費用は、郵便切手又は信書便の役務に関す

る料金の支払のために使用することができる証票であって法務大臣が

指定するものを提出する方法により納付しなければならないとされた

（規則第１５８条の３５第１５項において準用する規則第１５８条の

１８第５項において準用する規則第５５条第８項 。）

(7) 前記(6)の指定は、告示してしなければならないとされた（規則第

１５８条の３５第１８項において準用する規則第１５８条の１８第５
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機密性２ 完全性２ 可用性２

項において準用する規則第５５条第９項 。）

(8) 登記官は、次に掲げる場合には、前記(1)にかかわらず、申出人に

対し、職権による記録が完了した旨の通知をすることを要しないとさ

れた（規則第１５８条の３５第１８項において準用する規則第１５８

条の１８第６項 。）

ア 前記(3)アの方法により通知する場合において、通知を受けるべ

き者が、登記官の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに通

知事項が記録され、電子情報処理組織を使用して送信することが可

能になった時から３０日を経過しても、自己の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに当該通知事項を記録しないとき。

イ 前記(3)イの方法により通知する場合において、通知を受けるべ

き者が、登記完了の時から三月を経過しても、通知事項を記載した

書面を受領しないとき。

なお、前記イの場合には、通知事項を記載した書面は適宜廃棄して

差し支えない。送付の方法により通知事項を記載した書面を交付する

場合において、当該書面が返戻されたときも、同様とする。

２２ 旧氏併記申出情報等の保存

旧氏併記申出情報及びその旧氏併記申出添付情報その他の旧氏併記

の申出に関する登記簿の附属書類については、権利に関する登記の申請

情報及びその添付情報その他の登記簿の附属書類と同様に保存するもの

とする。

なお、申請書類つづり込み帳には、権利に関する登記の申請と旧氏併

記の申出とを区別せず、受付番号の順序に従ってこれらの書類をつづり

込むものとする。

第４ 旧氏併記の終了申出

１ 申出ができる場合

登記記録に旧氏が記録されている所有権の登記名義人は、登記官に対

し 当該旧氏の記録を希望しない旨を申し出ることができるとされた 規、 （

則第１５８条の３６第１項 。）

２ 旧氏併記申出情報

(1) 旧氏併記の終了申出において明らかにすべき事項等
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ア 前記１の申出（以下「旧氏併記の終了申出」という ）は、次に。

掲げる事項を明らかにしてしなければならないとされた（規則第１

５８条の３６第２項において準用する規則第１５８条の３５第３項

（第５号を除く 。。））

(ｱ) 申出人の氏名及び住所

(ｲ) 代理人によって申出をするときは、当該代理人の氏名又は名称

及び住所並びに代理人が法人であるときはその代表者の氏名

(ｳ) 申出の目的

(ｴ) 所有権の登記名義人の氏名

(ｵ) 申出に係る不動産の不動産所在事項

イ 前記ア(ｳ)の申出の目的の記載方法は 「何番所有権登記名義人、

表示変更」の振り合いによるものとする。

ウ 前記アに掲げる事項のほか、登記記録に記録されている所有権の

登記名義人の旧氏の記録を希望しない旨を明らかにしなければなら

ないとされた（規則第１５８条の３６第１項 。）

この旧氏の記録を希望しない旨を明らかにする方法は 「変更後、

の事項 氏名【所有権の登記名義人の氏名 」の例により、前記ア】

(ｴ)の事項（所有権の登記名義人の氏名）に旧氏を併記しない方法

によるものとする。

(2) 旧氏併記申出情報に関する他の取扱い

登記申請を伴わない旧氏併記の申出における不動産番号（前記第３

の３(2) 、旧氏併記申出情報の内容とする事項（前記第３の３(3) 、） ）

旧氏併記の申出の方法（前記第３の４）及び旧氏併記申出情報の作成

及び提供（前記第３の５）に係る取扱いは、旧氏併記の終了申出につ

いて準用するとされた（規則第１５８条の３６第２項において準用す

る規則第１５８条の３５第４項から第７項まで 。）

３ 旧氏併記申出添付情報

(1) 旧氏併記の終了申出をする場合において、代理人によって申出をす

るときは、当該代理人の権限を証する情報を旧氏併記申出情報（前記

２(1)アに掲げる事項に係る情報をいう。以下この第４において同

じ ）と併せて登記所に提供しなければならないとされた（規則第１。
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５８条の３６第２項において準用する規則第１５８条の３５第８項第

１号 。）

(2) 法人である代理人によって旧氏併記の終了申出をする場合におい

て、当該代理人の会社法人等番号を提供したときは、当該会社法人等

番号の提供をもって、当該代理人の代表者の資格を証する情報の提供

に代えることができるとされた（規則第１５８条の３６第２項におい

て準用する規則第１５８条の３５第９項において準用する規則第３７

条の２ 。）

(3) 申出人の住所と所有権の登記名義人の住所が異なる場合にあって

は、申出人の申出権限を明らかにするため、前記(1)に掲げる情報の

ほか、申出人が所有権の登記名義人であることを証する市町村長その

他の公務員が職務上作成した情報を提供しなければならない。

４ 電子申出及び書面申出の方法

登記申請を伴わない旧氏併記の申出における電子申出の方法（前記第

３の９ 、電子申出において旧氏併記申出添付書面を提供する場合につ）

（ ） （ ）いての特例等 前記第３の１０ 及び書面申出の方法 前記第３の１１

の取扱いについては 旧氏併記の終了申出について準用するとされた 規、 （

則第１５８条の３６第２項において準用する規則第１５８条の３５第１

０項及び第１４項 。）

５ 旧氏併記の終了申出に係るその他事項の取扱い

(1) 登記申請を伴わない旧氏併記の申出における旧氏併記申出書等の送

付方法（前記第３の１２ 、旧氏併記申出添付書面の原本の還付請求）

（前記第３の１４ 、旧氏併記の申出の受付等（前記第３の１５）及）

び調査（前記第３の１６）の取扱いについては、旧氏併記の終了申出

について準用するとされた（規則第１５８条の３６第２項において準

用する規則第１５８条の３５第１４項及び第１５項 。）

(2) 登記申請を伴わない旧氏併記の申出における受領証の交付の請求

（前記第３の１３）の取扱いは、旧氏併記の終了の申出があった場合

について準用するものとする。

(3) 登記官は、次に掲げる場合には、理由を付した決定で、旧氏併記の

終了申出を却下しなければならないものとする。この場合における却
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下決定書は別記第４号様式に基づき作成するほかは、登記申請を伴わ

ない旧氏併記の申出における旧氏併記の申出の却下等（前記第３の１

７ 、旧氏併記の申出の補正期限の連絡等（前記第３の１８）及び旧）

氏併記の申出の取下げ（前記第３の１９）の取扱いを準用するものと

する。

ア 申出に係る不動産の所在地が当該申出を受けた登記所の管轄に属

しないとき。

イ 所有権の登記名義人の氏名に旧氏が併記されていないとき。

ウ 申出の権限を有しない者の申出によるとき。

エ 旧氏併記申出情報又はその提供の方法が規則により定められた方

式に適合しないとき。

オ 旧氏併記申出情報の内容である不動産が登記記録と合致しないと

き。

カ 旧氏併記申出添付情報（前記３(1)及び(3)に掲げる情報をいう。

以下この第４において同じ ）が提供されないとき。。

６ 登記記録への記録の方法等

(1) 旧氏併記の終了の記録方法

ア 登記官は、旧氏併記の終了申出があったときは、職権で、次に掲

げる事項を所有権の登記に付記する方法によって登記記録に記録す

るものとするとされた（規則第１５８条の３６第３項 。）

(ｱ) 登記の目的

(ｲ) 申出の受付の年月日及び受付番号

(ｳ) 登記原因及びその日付

(ｴ) 所有権の登記名義人の氏名

前記(ｱ)の登記の目的は「何番登記名義人表示変更」と、前記(ｳ)

の登記原因は「申出」と、登記原因の日付は旧氏併記の終了申出の

受付の年月日とする。

イ 登記官は、前記アの記録をするときは、従前の所有権の登記名

義人の氏名及び旧氏を抹消する記号を記録しなければならないとさ

れた（規則第１５８条の３６第４項 。）

(2) 旧氏併記の終了の記録例



- 22 -

機密性２ 完全性２ 可用性２

旧氏併記の終了申出による登記記録への記録は、別紙３の振り合い

によるものとする。

７ 旧氏併記の終了申出の完了通知

登記官は、前記６による記録（申出に係る旧氏併記の終了を登記記録

に記録）をしたときは、申出人に対し、職権による記録が完了した旨を

通知しなければならないとされた（規則第１５８条の３６第５項におい

て準用する規則第１５８条の３５第１８項において準用する規則第１５

８条の１８ 。この場合の取扱いは、前記第３の２１の例によるものと）

する。

８ 旧氏併記申出情報等の保存

旧氏併記申出情報及びその旧氏併記申出添付情報その他の旧氏併記の

終了申出に関する登記簿の附属書類については、権利に関する登記の申

請情報及びその添付情報その他の登記簿の附属書類と同様に保存するも

。 、 。のとする この場合の取扱いは 前記第３の２２の例によるものとする

第５ 相続人申告登記への準用

１ 相続人申出等に伴う旧氏併記の申出

登記申請に伴う旧氏併記の申出に関する規定（規則第１５８条の３

４ は 相続人申出をする場合における申出人又は相続人申告名義人 当） 、 （

該申出の申出人である場合に限る ）の氏についての変更又は更正の申。

出をする場合における当該相続人申告名義人について準用するとされた

（規則第１５８条の３７ 。）

この場合の取扱いについては、前記第１及び第２の例によるものとす

る。

２ 相続人申出等を伴わない旧氏併記の申出

登記申請を伴わない旧氏併記の申出に関する規定（規則第１５８条の

３５）は、登記記録に旧氏が記録されている相続人申告名義人について

準用するとされた（規則第１５８条の３７ 。）

この場合の取扱いについては、前記第１及び第３の例によるものとす

る。

３ 相続人申告登記に係る旧氏併記の終了

旧氏併記の終了に関する規定（規則第１５８条の３６）は、登記記録
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に旧氏が記録されている相続人申告名義人について準用するとされた

（規則第１５８条の３８ 。）

この場合の取扱いについては、前記第４の例によるものとする。

第６ 経過措置

登記申請を伴わない旧氏併記の申出における電子申出に関する規定（第

５の２で準用する場合を含む ）は、規則附則第３条第１項の規定による。

改製を終えていない登記簿（電子情報処理組織による取扱いに適合しない

登記簿を含む ）に係る申出については、適用しないとされた（改正省令。

附則第３条 。）

第７ 旧氏が記録された登記原因証明情報等の取扱い

所有権の登記名義人の氏名に旧氏が併記されている場合において、その

不動産の権利に関する登記の申請における登記原因証明情報その他の添付

情報に作成者の氏として当該旧氏のみが記載されているときは、添付情報

における旧氏の記載をもって当該所有権の登記名義人の氏の記載があった

ものとみなして差支えない。

第８ その他

前記第１から第７までのほか、旧氏の併記に関する事務の取扱いについ

ては、その性質上適当でないものを除き、権利に関する登記の申請に関す

る事務の取扱いの例によるものとする。

なお、旧氏が併記されている不動産について、住所変更の登記、分筆の

登記、合筆の登記等をする場合における登記記録への記録は、別紙４の振

り合いによるものとする。

機密性２ 完全性２ 可用性２
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別紙１

○旧氏併記に関する記録例（登記申請に伴う旧氏併記の申出関係）
（注） 旧氏の併記方法を示したものである。

１ 所有権の保存の登記と同時に併記をする場合
(1) 単有の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権保存 令和何年何月何日 所有者 何市何町何番地
第何号 法 務 花 子（ 登 記 花 子 ）

(2) 共有の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権保存 令和何年何月何日 共有者
第何号 何市何町何番地

持分５分の３
法 務 太 郎
何市何町何番地
５分の２
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

２ 所有権の移転の登記と同時に併記をする場合
(1) 単有の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）

(2) 共有の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 共有者

何市何町何番地
持分５分の３
法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）
何市何町何番地
５分の２
法 務 花 子



- 2 -

３ 合体による登記（法第４９条第１項後段の規定により申請を併せてする所有権の登記と同時に併記をす
る場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 合体による所有権登記 余 白 共有者
何市何町何番地
持分３分の２
法 務 太 郎
何市何町何番地
３分の１
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

令和何年何月何日登記
法務花子持分につき令和何年何月何日受付第何
号

４ 所有権の更正の登記と同時に併記をする場合
(1) 単有名義を共有名義にする場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権保存 令和何年何月何日 所有者 何市何町何番地
第何号 甲 某

付記１号 １番所有権更正 令和何年何月何日 原因 錯誤
第何号 共有者

何市何町何番地
持分２分の１
甲 某
何市何町何番地
２分の１
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

(2) 共有名義を単有名義にする場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 平成何年何月何日相続
第何号 共有者

何市何町何番地
持分２分の１
法 務 太 郎
何市何町何番地
２分の１
乙 某

付記１号 ２番所有権更正 令和何年何月何日 原因 錯誤
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）
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５ 登記名義人の氏の変更又は更正の登記と同時に併記をする場合
（注） 名のみの変更の登記と併せて旧氏を併記することはできない。

(1) 氏名の変更

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番登記名義人氏名変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日氏名変更
第何号 氏名 法務太郎（登記太郎）

(2) 氏名及び住所の変更

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番登記名義人住所、氏名変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日氏名変更
第何号 令和何年何月何日住所移転

氏名住所 何市何町何番地
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

(3) 氏名の更正及び住所移転

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番登記名義人住所、氏名変更、更 令和何年何月何日 原因 錯誤、令和何年何月何日住所移転
正 第何号 氏名住所 何市何町何番地

法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）

(4) 氏名の更正

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番登記名義人氏名更正 令和何年何月何日 原因 錯誤
第何号 氏名 法務花子（登記花子）

(5) 住所及び氏名の更正

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番登記名義人住所、氏名更正 令和何年何月何日 原因 錯誤
第何号 氏名住所 何市何町何番地

法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）

(6) 共有者の一人の氏名の更正

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

付記何号 何番登記名義人氏名更正 令和何年何月何日 原因 錯誤
第何号 共有者法務花子の氏名 法務花子（登記花子）
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６ 中間相続人がない相続人申告登記と同時に併記をする場合

(1) 単有の登記名義人の相続人が単独でした相続人申出の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 昭和何年何月何日 原因 昭和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

甲 某

付記１号 相続人申告 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 相続開始年月日 昭和何年何月何日

甲某の相続人として申出があった者 何市何町
何番地
法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）

(2) 共有者の一人の相続人が単独でした相続人申出の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 昭和何年何月何日 原因 昭和何年何月何日売買
第何号 共有者 何市何町何番地

持分２分の１
甲 某
何市何町何番地
２分の１
乙 某

付記１号 相続人申告 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 相続開始年月日 昭和何年何月何日

甲某の相続人として申出があった者 何市何町
何番地
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

(3) 単有の登記名義人の相続人が複数人でした相続人申出の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 昭和何年何月何日 原因 昭和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）

付記１号 相続人申告 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 相続開始年月日 昭和何年何月何日

法務太郎の相続人として申出があった者
何市何町何番地
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）
何市何町何番地
丙 某
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別紙２
○旧氏併記に関する記録例（登記申請を伴わない旧氏併記の申出関係）
（注） 旧氏の併記方法を示したものである。

１ 所有権の保存の登記に併記をする場合
(1) 単有の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権保存 令和何年何月何日 所有者 何市何町何番地
第何号 法 務 太 郎

付記１号 １番登記名義人表示変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 氏名 法務太郎（登記太郎）

(2) 共有の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権保存 令和何年何月何日 共有者
第何号 何市何町何番地

持分５分の３
法 務 太 郎
何市何町何番地
５分の２
法 務 花 子

付記１号 １番登記名義人表示変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 共有者法務花子の氏名 法務花子（登記花子）

２ 所有権の移転の登記に併記をする場合
(1) 単有の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎

付記１号 ５番登記名義人表示変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 氏名 法務太郎（登記太郎）

(2) 共有の場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 共有者 何市何町何番地

持分２分の１
法 務 花 子
何市何町何番地
２分の１
甲 某

付記１号 ５番登記名義人表示変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 共有者法務花子の氏名 法務花子（登記花子）
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３ 相続人申告名義人に併記をする場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 昭和何年何月何日 原因 昭和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎

付記１号 相続人申告 令和６年何月何日 原因 令和６年何月何日申出
第何号 相続開始年月日 昭和何年何月何日

法務太郎の相続人として申出があった者 何市
何町何番地

法 務 花 子

付記１号 ２番付記１号名義人表示変更 令和８年何月何日 原因 令和８年何月何日申出
の付記１号 第何号 氏名 法務花子（登記花子）
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別紙３
○旧氏併記に関する記録例（旧氏併記の終了申出関係）
（注） 旧氏併記の終了方法を示したものである。

１ 登記申請に伴う旧氏併記の申出による旧氏併記がされている場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 共有者

何市何町何番地
持分５分の３
法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）
何市何町何番地
５分の２
法 務 花 子

付記１号 ５番登記名義人表示変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 共有者法務太郎の氏名 法 務 太 郎

２ 登記申請を伴わない旧氏併記の申出による旧氏併記がされている場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権保存 令和何年何月何日 所有者 何市何町何番地
第何号 法 務 太 郎

付記１号 １番登記名義人表示変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 氏名 法務太郎（登記太郎）

付記２号 １番登記名義人表示変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 氏名 法 務 太 郎
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別紙４
○旧氏併記に関する記録例（旧氏が併記されている不動産に対して登記する場合の記録関
係）
（注） 旧氏の併記方法を示したものである。

１ 旧氏が併記された者の住所変更の登記をする場合

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 共有者 何市何町何番地

持分５分の３
法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）
何市何町何番地
５分の２
法 務 花 子

付記１号 ５番登記名義人住所変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日住所移転
第何号 共有者法務太郎の住所 何市何町何番地

（注） 旧氏が併記されていない場合に住所変更の登記と併せて旧氏を併記することはできない。
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２ 旧氏が併記されている土地の合筆の登記をする場合
(1) 甲土地と乙土地に併記されている旧氏が同一の場合（国土調査の成果により、甲土地に乙土地を合筆

する場合の例）

（甲土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 昭和何年何月何日 原因 昭和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 花 子

付記１号 ２番登記名義人表示変更 令和８年何月何日 原因 令和８年何月何日申出
第何号 氏名 法務花子（登記花子）

（乙土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 令和９年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

（合筆後の甲土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

３ 合併による所有権登記 余 白 所有者 何市何町何番地
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

令和１０年何月何日登記
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(2) 甲土地のみに旧氏が併記されている場合（国土調査の成果により、甲土地に乙土地を合筆する場合の
例）

（甲土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）

（乙土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 昭和何年何月何日 原因 昭和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎

（合筆後の甲土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

３ 合併による所有権登記 余 白 所有者 何市何町何番地
法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）

令和１０年何月何日登記
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(3) 乙土地のみに旧氏が併記されている場合（国土調査の成果により、甲土地に乙土地を合筆する場合の
例）

（甲土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 昭和何年何月何日 原因 昭和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 花 子

（乙土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

５ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

（合筆後の甲土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

３ 合併による所有権登記 余 白 所有者 何市何町何番地
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

令和１０年何月何日登記
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３ 旧氏が併記されている土地の分筆の登記をする場合
(1) 甲土地が単有の場合（甲土地から乙土地を分筆する場合）

（甲土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）

（乙土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 所有者 何市何町何番地

法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）
順位２番の登記を転写
令和１０年何月何日受付
第何号

(2) 甲土地が共有の場合（甲土地から乙土地を分筆する場合）

（甲土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

２ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 共有者 何市何町何番地

持分５分の３
法 務 太 郎
何市何町何番地
５分の２
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

付記１号 １番登記名義人表示変更 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日申出
第何号 氏名 法務太郎（登記太郎）

（乙土地）

権 利 部 （甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項

１ 所有権移転 令和何年何月何日 原因 令和何年何月何日売買
第何号 共有者 何市何町何番地

持分５分の３
法 務 太 郎 （ 登 記 太 郎 ）
何市何町何番地
５分の２
法 務 花 子 （ 登 記 花 子 ）

順位２番の登記を転写
令和１０年何月何日受付
第何号

（注） 付記登記がある場合であっても、旧氏を併記した氏名に引き直して記録するものとする。



別記第１号（第２部第２の５関係）

日 記 第 号

決 定

住所

申出人（申請人）

令和何年何月何日受付第何号登記申請事件に伴う旧氏併記の申出は （申出の、

権限を有しない者の申出によるものである／不動産登記規則第１５８条の３４第

１項各号に掲げる登記を申請する場合に該当しない／申請情報の内容とされた旧

氏又はその提供の方法が不動産登記令又は不動産登記規則の規定により定められ

た方式に適合しない／申請情報の内容とされた旧氏の内容が旧氏を証する情報の

内容と合致しない／旧氏を証する情報が提供されない）ため、これを却下する。

令和 年 月 日

法務局 出張所

登記官 職印



別記第２号（第２部第３の１６関係）

日 記 第 号

決 定

住所

申出人

令和何年何月何日受付第何号旧氏併記申出事件に係る旧氏併記の申出は （申、

出に係る不動産の所在地が当該申出を受けた登記所の管轄に属しない／申出に係

る旧氏が登記されている氏と同一である／申出に係る旧氏が既に記録されている

／申出に係る旧氏が登記記録に記録されている旧氏より前に称していた旧氏であ

る／申出の権限を有しない者の申出によるものである／旧氏併記申出情報又はそ

の提供の方法が不動産登記規則により定められた方式に適合しない／旧氏併記申

出情報の内容である不動産が登記記録と合致しない／旧氏併記申出情報の内容が

旧氏併記申出添付情報の内容と合致しない／旧氏併記申出添付情報が提供されな

い）ため、これを却下する。

令和 年 月 日

法務局 出張所

登記官 職印



別記第３号（第２部第３の２０関係） 

申出に基づく職権登記完了通知 

 

次の申出に基づく職権登記が完了したことを通知します。 

申出受付年月日  

申出受付番号  

登記の目的  

不動産   

※「登記の目的」欄に表示されている内容は、「不動産」欄の最初に表示され

ている不動産に記録された登記の目的です。 

以上 

年  月  日 

法務局            出張所 

登記官 



別記第４号（第２部第４の５関係）

日 記 第 号

決 定

住所

申出人

令和何年何月何日受付第何号旧氏併記申出事件に係る旧氏併記の終了申出は、

（申出に係る不動産の所在地が当該申出を受けた登記所の管轄に属しない／所有

権の登記名義人の氏名に旧氏が併記されていない／申出の権限を有しない者の申

出によるものである／旧氏併記申出情報又はその提供の方法が不動産登記規則に

より定められた方式に適合しない／旧氏併記申出情報の内容である不動産が登記

記録と合致しない／旧氏併記申出添付情報が提供されない）ため、これを却下す

る。

令和 年 月 日

法務局 出張所

登記官 職印


